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今日のトピック

米国 欧州 中国・アジア・その他 日本
2日:10月全米供給管理協会(ISM)製造
業景況指数
3日:中間選挙
4日:9月貿易収支、10月ISM非製造業
景況指数
6日:10月雇用統計、11月ミシガン大学消
費者信頼感指数
10日:10月消費者物価指数

4日:ユーロ圏10月CPI
5日:イングランド銀行政策金利発表、ユー
ロ圏9月PPI
6日:ユーロ圏9月小売売上高

2日:中国10月レーティングドッグ製造業
PMI
3日:オーストラリア準備銀行政策金利発表
4日:中国10月レーティングドッグ非製造業
PMI
5日:メキシコ中央銀行政策金利発表
9日:中国10月CPI、10月PPI
10日:中国10月貿易収支

6日:9月毎月勤労統計
9日:9月景気動向指数
10日:9月国際収支、9月家計調査、10
月景気ウォッチャー調査

13日:10月生産者物価指数(PPI)
17日:10月小売売上高、10月鉱工業生
産
18日:米連邦公開市場委員会(FOMC)議
事要旨

12日:イギリス7-9月期GDP
13日:ユーロ圏9月貿易収支
16日:ユーロ圏9月鉱工業生産
18日:イギリス10月CPI
20日:ユーロ圏11月消費者信頼感指数

16日:中国10月小売売上高、10月鉱工
業生産、10月固定資産投資

12日:10月企業物価指数
16日:日本7-9月期GDP
19日:9月機械受注
20日:10月全国CPI

23日:11月製造業・非製造業購買担当
者景気指数(PMI)
24日:9月ケースシラー住宅価格指数
25日:10月個人消費支出(PCE)デフレー
ター、10月PCE、米地区連銀経済報告、
10月個人所得、10月新築住宅販売件数

23日:ユーロ圏11月製造業・非製造業
PMI
24日:ドイツ11月IFO企業景況感指数

30日:インド7-9月期GDP 25日:10月企業向けサービス価格指数
27日:11月東京都区部CPI
30日:10月鉱工業生産、10月小売業販
売額、10月住宅着工件数

（注）2026年10月27日現在。日付は現地時間。予定は変わる可能性があります。
（出所）各種報道等を基に三井住友DSアセットマネジメント作成

【各国・地域の経済指標、金融政策決定会合等イベントの予定（2026年11月）】

2026年10月28日

2026年11月の注目イベント｜米国の中間選挙に注目
3日には、米国で中間選挙が実施されます。米中間選挙は4年に1度、大統領選挙の中間の年に行われ、上院100議席
の約3分の1（今回は補欠選挙2議席を含めた35議席）と、下院435議席全てがそれぞれ改選されます。直近の世論調
査において、トランプ米大統領の支持率は低下傾向にあり、下院は民主党が優勢、上院もやや民主党が優勢となっていま
す。現在、上下両院で過半数を占める共和党に対し、下院で優勢とされる民主党が上院でも過半数の議席を獲得できる
のかが、今後の同大統領の政権運営や政策遂行能力を占ううえで最大の注目点となります。

10日には、米国の10月消費者物価指数（CPI）が公表されます。9月のCPIはエネルギー価格の上昇などが全体を押し
上げ、前月比+0.6%となりました。また、食品・エネルギーを除くコアCPIは同+0.3%となりました。9月のCPIの発表を受け、
市場では12月の追加利上げ観測が根強く残っています。 9月にFRB（米連邦準備制度理事会）が約3年2カ月ぶりとな
る利上げに踏み切ったなか、10月のCPIが市場予想の範囲内にとどまるかどうかが、今後の金融政策の方向性を見極めるう
えで注目されます。

16日には、日本の7-9月期の実質GDP成長率が公表されます。4-6月期は、中東情勢の緊迫化を背景とした輸入の減
少などが寄与し、前期比+0.4%と、3四半期連続のプラス成長となりました。一方、個人消費が前期比で横ばいにとどまっ
たほか、設備投資も同▲0.9%と減少するなど、内需の力強さを欠く面も見られました。7-9月期については、天候不順など
の影響による個人消費の停滞が懸念されるなか、景気の緩やかな回復基調を維持できるかどうかが大きな注目点となります。

2026年9月29日 2026年10月の注目イベント
2026年8月27日 2026年9月の注目イベント

ジュニアストラテジスト
前原健二（まえはら けんじ）

https://www.smd-am.co.jp/market/daily/marketreport/2026/09/news260928gl/
https://www.smd-am.co.jp/market/daily/marketreport/2026/08/news260827gl/
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